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Ｚ－65－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 58 － 

〔第一問〕 

問１ 

⑴ 会社法に規定する合同会社 

（納税義務） 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

（課税所得の範囲） 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

及び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

（基本税率） 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

⑵ 信用金庫法に規定する信用金庫 

（納税義務） 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

（課税所得の範囲） 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

及び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 59 － 

（基本税率） 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 

⑶ 公益法人認定法に基づく公益認定を受けた公益社団法人 

（納税義務） 

 Ａ社は、通常より低い利率で金銭の貸付けを行っているが、無償による役務の提供についても益 

金の額に算入すべき収益の額を認識することとされているため、金銭の貸付けによりその事業年度 

 

 

において通常収受すべき利息相当額がその事業年度の益金の額に算入すべきに係る収益の額とな 

（課税所得の範囲） 

しないこととしている金額分の費用が認識されるが、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用 

であるため、寄附金の額とされる。さらに、法人との間に完全支配関係がある子法人の株式等に 

ついて寄附修正事由が生じたため、Ａ社において子法人が受けた受贈益の額相当額を利益積立金額 

及び寄附修正が生じた時の直前の子法人の株式等の帳簿価額に加算する。 

 

（基本税率） 

に完全支配関係がある法人に対する寄附金の額は、各事業年度の損金の額に算入されない。したが 

って、その寄附金の額については、所得金額の影響は生じないため、通常収受すべき利息相当額 

の所得金額が増加する。 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 60 － 

 

問２ 
 

⑴ Ａ 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ Ｂ 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑶ Ｃ 社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 61 － 

問３ 
 

⑴の取引 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵の取引 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      
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⑶の取引 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｚ－65－Ｄ ラストスパート模試 第１予想 〔第二問〕答案用紙 

   
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 63 － 

〔第二問〕 

   別表一㈠ 

法人名 甲 株式会社   

 

平 成 27年 ４ 月 １ 日

平 成 28年 ３ 月 31日

  事業年度分の法人税額の計算 

(単位：円) 

区     分 金   額 計    算    過    程 

所 得 金 額 
[法人税額] 

⑴ 年800万円以下の金額 

8,000,000×
12

12
＝8,000,000円 

⑵ 年800万円超の金額 

140,000,000－8,000,000＝132,000,000円 

⑶ 法人税額（税率★） 

⑴×15％＋⑵×23.9％＝32,748,000円 

 

 

[特別控除額] 

 

法 人 税 額 

特 別 控 除 額 

差 引 法 人 税 額 

留 

保 

金 

課 税 留 保 金 額 

同 上 に 対 す る 税 額 

法 人 税 額 計 

控 除 所 得 税 額 

差引所得に対する法人税額 

中間申告分の法人税額 

差 引 確 定 法 人 税 額  

 

 



 

受 験 番 号      
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 別表五㈠Ⅰ 
 

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書⑴ （単位：円）

区      分 
期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
利 益 積 立 金 額 減 増 

利 益 準 備 金 25,000,000  25,000,000

別 途 積 立 金 240,000,000 10,000,000 250,000,000

仮 払 税 金 △  23,885,000  

機 械 装 置 Ｃ 497,500  

事 務 所 建 物 Ｄ 540,000  

返 品 調 整 引 当 金 126,500  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



 

受 験 番 号      

－ 65 － 

 

 別表五㈠Ⅰ 
 

Ⅰ 利益積立金額の計算に関する明細書⑵ （単位：円）

区      分 
期 首 現 在 
利 益 積 立 金 額 

当  期  の  増  減 差引翌期首現在 
利 益 積 立 金 額 減 増 

  

  

  

  

  

繰 延 税 金 資 産 △   2,432,500  

繰 延 税 金 負 債 8,520,000  

繰 越 損 益 金  

納 税 充 当 金  

未 納 法 人 税 
未 納 地 方 法 人 税 

中間  

確定  

未 納 住 民 税 

中間  

確定  

差 引 合 計 額  



 

受 験 番 号      

－ 66 － 

 

 別表五㈡ 

租税公課の納付状況等に関する明細書                        (単位：円) 

税目及び事業年度 
期 首 現 在 

 
未 納 税 額 

当 期 発 生 税 額
当 期 中 の 納 付 税 額 期 末 現 在

 
未 納 税 額

充 当 金 取 崩 し
に よ る 納 付

仮払経理に
よ る 納 付

損金経理に 
よ る 納 付 

法
人
税
及
び
地
方
法
人
税 

前 期 確 定 申 告 分   

前 期 修 正 申 告 分   

当
期
分 

中 間  13,100,000 13,100,000  ０

確 定   

計   

住 
 

 
 

民 
 

 
 

税

前 期 確 定 申 告 分   

前 期 修 正 申 告 分   

当 

期 

分

利 子 割   

中 間  2,710,000 2,710,000  ０

確 定  2,383,000  2,383,000

計   

事 
 

業 
 

税

前 期 確 定 申 告 分   

前 期 修 正 申 告 分   

当 期 中 間 分  4,190,000 4,190,000  ０

計   

そ 
 

 
 

 
 

の 
 

 
 

 
 

他

損
金
算
入
の
も
の 

固 定 資 産 税 
・ 都 市 計 画 税   

印 紙 税   

そ の 他  10,800,000 10,800,000 ０

損

金

不

算

入

の

も

の

加 算 税 及 び 
加 算 金   

延 滞 税   

延 滞 金 
（延納分を除く。）   

過 怠 税   

そ の 他   

納  税  充  当  金  の  計  算 

期 首 納 税 充 当 金 取 
 

 

崩 
 

 

額

そ 
 

の 
 

他

損 金 算 入 の も の 

繰 

入 

額

損金経理をした納税充当金 損 金 不 算 入 の も の 

 過 大 計 上 取 崩 額 

計 仮 払 税 金 消 却 

取
崩
額

法 人 税 額 等 計 

事 業 税 期 末 納 税 充 当 金 



 

受 験 番 号      
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計算過程⑴ 

[税務調査による指摘事項等] 

１．公共下水道受益者負担金（繰延資産） 

 ⑴ 償却期間 

    ６年  ★ 

 ⑵ 償却限度額 

   720,000×
12

６×12
＝120,000円 

 ⑶ 償却超過額 

   ０－⑴＝△120,000 

   120,000円＜670,000円  ∴ 120,000円（認 容） 

２．器具備品Ｂ 

 ⑴ 償却限度額 

  ① {(3,600,000＋300,000)－(800,000＋300,000)}×0.500＝1,400,000円 

  ② (3,600,000＋300,000)×0.12499＝487,461円 

  ③ ①≧②  ∴ 1,400,000円 ★ 

 ⑵ 償却超過額 

   1,200,000－⑴＝△300,000 → ０ 

３．保険積立金 

  3,600,000×
１

２
＝1,800,000円 

 

[租税公課に関する事項] 

１．損金計上住民税利子割 

  8,750＋3,000＋6,000＝11,750円 

２．仮払税金認定損 

  13,100,000＋2,710,000＋4,190,000＝20,000,000円 

[国庫補助金に関する事項] 

１．国庫補助金 

 ⑴ 圧縮限度額 

  ① 特別勘定残高 

    4,000,000円 

  ② (7,500,000＋497,500)×
3,000,000

15,000,000
＝1,599,500円 

  ③ ①＞②  ∴ 1,599,500円 

 ⑵ 剰余金の処分による積立額 

   ⑴③－⑴③×40％＝959,700円 

 



 

受 験 番 号      

－ 68 － 

計算過程⑵ 

[資産の買換えに関する事項] 

 

[減価償却等に関する事項] 

 



 

受 験 番 号      

－ 69 － 

計算過程⑶ 

[減価償却等に関する事項]（続き） 

 



 

受 験 番 号      

－ 70 － 

計算過程⑷ 

[返品調整引当金に関する事項] 

 



 

受 験 番 号      

－ 71 － 

計算過程⑸ 

[受取配当等に関する事項] 

 

 



Ｚ－65－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第一問〕答案用紙 

   
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 72 － 

〔第一問〕 

設問１ 

 概 要 

  Ａ社はＢ外国法人株式を所有割合25％以上を支払義務確定日以前６月以上有していな 

いため、その配当金について、外国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることはで 

きない。ただし、外国税額が源泉徴収されているため、外国税額控除の適用を受けるこ 

とができる。 

 外国税額控除の適用 

⑴ 内 容 

内国法人が外国法人税を納付することとなる場合には、次の控除限度額を限度とし 

て、その外国法人税の額（その所得に対する負担が高率な部分の金額等を除く。以 

下「控除対象外国法人税の額」という｡）をその事業年度の法人税額から控除する。 

 

 

⑵ 損金不算入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴の適用を受ける場合には、その控除対象外国法人税の額は、各事業年度の損金の 

額に算入しない。 



受 験 番 号      
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設問２ 

 概 要 

  Ａ社はＢ外国法人株式を所有割合25％以上を支払義務確定日以前６月以上有していな 

いため、その配当金について、外国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることはで 

きない。ただし、外国税額が源泉徴収されているため、外国税額控除の適用を受けるこ 

とができる。 

 外国税額控除の適用 

⑴ 内 容 

内国法人が外国法人税を納付することとなる場合には、次の控除限度額を限度とし 

て、その外国法人税の額（その所得に対する負担が高率な部分の金額等を除く。以 

下「控除対象外国法人税の額」という｡）をその事業年度の法人税額から控除する。 

 

 

⑵ 損金不算入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴の適用を受ける場合には、その控除対象外国法人税の額は、各事業年度の損金の 

額に算入しない。 

 
 



受 験 番 号      
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設問３ 

 概 要 

  Ａ社はＢ外国法人株式を所有割合25％以上を支払義務確定日以前６月以上有していな 

いため、その配当金について、外国子会社配当等の益金不算入の適用を受けることはで 

きない。ただし、外国税額が源泉徴収されているため、外国税額控除の適用を受けるこ 

とができる。 

 外国税額控除の適用 

⑴ 内 容 

内国法人が外国法人税を納付することとなる場合には、次の控除限度額を限度とし 

て、その外国法人税の額（その所得に対する負担が高率な部分の金額等を除く。以 

下「控除対象外国法人税の額」という｡）をその事業年度の法人税額から控除する。 

 

 

⑵ 損金不算入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑴の適用を受ける場合には、その控除対象外国法人税の額は、各事業年度の損金の 

額に算入しない。 

 



Ｚ－65－Ｄ ラストスパート模試 第２予想 〔第二問〕答案用紙 

 

受 験 番 号      

－ 75 － 

〔第二問〕 

：計算の過程等（その１）                                （単位：円） 

〔同族会社の判定〕 

 ⑴ Ａグループ  1,000 株＋300 株＝1,300 株 

 ⑵ Ｂグループ  500 株 

 ⑶ Ｄグループ  400 株 

 ⑷ 合 計  
⑴＋⑵＋⑶

3,000株
＝73.333…％ 

 ⑸ ⑷＞50％  ∴ 同族会社 ★ 

〔自己株式〕 

取得 

⑴ 交付金銭等の額 

50,000×300 株＝15,000,000 円 

⑵ 取得資本金額 

(30,000,000＋30,000,000)×
300株

3,000株
＝6,000,000 円 ★ 

⑶ 利益積立金額減少額 

⑴－⑵＝9,000,000 円 

〔役員給与〕 

１．判断の理由 

⑴ 株主との関係上、役員としての経営上の責任から減額した事由は、減額前の支給額が同額であればその

減額前は定期同額給与となり、減額後の支給額が同額であれば、その減額後は定期同額給与となる。★ 

⑵ 役員Ａに対する渡切交際費及びホームセキュリティー設備費用は役員に対する経済的利益の供与とし

て、役員給与となり、不定期であるため、定期同額給与、事前確定届出給与及び利益連動給与のいずれに

も該当せず、損金不算入となる。 

⑶ 役員Ａについての養老保険料は、死亡保険金の受取人が被保険者の遺族、生命保険金の受取人が甲社と

なっており、特定の者が被保険者となっているものであるため、２分の１が資産計上、２分の１が役員給

与となるが、保険料に係る給与は、定期同額給与とされる。★ 

⑷ 相談役は使用人以外の者であり、経営に従事しているため、みなし役員に該当する。取締役営業担当は

使用人兼務役員に該当しないため、６月支給賞与は定期同額給与、事前確定届出給与及び利益連動給与の

いずれにも該当せず、損金不算入となる。 

⑴ 取締役 

 {(41,200,000＋7,280,000＋14,400,000＋1,150,000)＋2,400,000×
１

２
－400,000－※5,150,000－(7,000,000

＋1,300,000） 

－(5,000,000＋900,000)－5,150,000}－40,000,000＝330,000円 ★ 

  ※  Ｅ の 使 用 人 分 4,800,000＋ 400,000＝ 5,200,000円 ＝ Ｈ 4,800,000＋ 350,000＝ 5,150,000円   ∴

5,150,000円 

 ⑵ 監査役 

   (7,000,000＋1,300,000)－10,000,000＝△1,700,000 → 0 

 ⑶ 合 計 ⑴＋⑵＝330,000円 

３．退職給与 

  30,000,000－25,000,000＝5,000,000円 

４．合 計 

１．＋２．＝8,010,000 円 



 

 

受 験 番 号      

－ 76 － 

計算の過程等（その２）                                 （単位：円） 

〔借地権〕 

１．土地帳簿価額の一部損金算入 

 ⑴ 判 定 

   
37,500,000－12,500,000

37,500,000
≧

５

10
 ∴著しい低下あり ★ 

 ⑵ 損金算入額 

   18,000,000×
25,000,000

37,500,000
＝12,000,000 円 

２．買換え 

⑴ 譲渡経費 

  5,400,000 円 

⑵ 差益割合 

25,000,000－(12,000,000＋5,400,000)

25,000,000
＝0.304 ★ 

⑶ 圧縮限度額 

15,000,000＋500,000＝15,500,000 円＜25,000,000 円  ∴ 15,500,000 円 

15,500,000×0.304×80％＝3,769,600 円 

⑷ 圧縮超過額 

  8,000,000－⑷＝4,230,400 円 

３．特別勘定 

⑴ 繰入限度額 

 

〔保険差益金〕 

１．圧縮記帳 

⑴ 滅失経費 

1,500,000 円 

⑵ 差引保険金 

50,000,000－1,500,000＝48,500,000 円 

⑶ 保険差益金 

48,500,000－21,500,000＝27,000,000 円  

⑷ 圧縮限度額 

27,000,000×
※45,000,000

 48,500,000
＝25,051,546 円 ★ 

※ 48,500,000 円＞45,000,000 円  ∴ 45,000,000 円 

25,051,546×
43,550,000＋1,000,000

45,000,000
＝24,801,030 円  

⑸ 圧縮超過額 

 30,000,000－24,801,030＝5,198,970 円 

２．減価償却（建物Ｐ） 

⑴ 償却限度額 

(45,000,000－※25,051,545)×0.030＝598,453 円  

※ 24,801,030×
45,000,000

43,550,000＋1,000,000
＝25,051,545 円 

⑵ 償却超過額 

 1,000,000－598,453＝401,547 円 



 

 

受 験 番 号      

－ 77 － 

計算の過程等（その３）                                 （単位：円） 

〔減価償却〕  

１．機械装置Ｑ 

⑴ 原 則 

① 本 体 

(ｲ) 償却限度額 

(a) 400,000 円≦8,000,000×５％ 

(b) （ 8,000,000×５％－１）×
12

60
＝ 79,999

円 ★ 

(ﾛ) 償却超過額 

    100,000－79,999＝20,001円 

② 資本的支出部分 

(ｲ) 償却限度額 

1,000,000×0.250＝250,000 円≧ 

1,000,000×0.07909＝79,090 円 

 ∴ 250,000×
５

12
＝104,166 円 

(ﾛ) 償却超過額 

  1,000,000－104,166＝895,834 円 

(ﾊ) (ｲ)＋(ﾛ)＝915,835 円 

⑵ 特 例 

 ① 償却限度額 

  (イ) 本 体 

    400,000×0.250＝100,000円 

  (ロ) 資本的支出 

    1,000,000×0.250×
５

12
＝104,166円 

(ハ) (イ)＋(ロ)＝204,166円 

② 償却超過額 

（100,000＋1,000,000）－204,166＝895,834 円

⑶ 判 定⑵＞⑶  ∴ 特 例 

２．機械装置Ｒ⑴ 償却限度額 

8,500,000×0.500＝4,250,000 円≧ 

8,500,000×0.12499＝1,062,415 円 

 ∴ 4､250,000×
３

12
＝1,062,500 円 

⑵ 償却超過額 

3,000,000－1,062,500＝1,937,500 円 

３．応接セット 

取得価額 10 万円未満であり、取得価額相当額を

損金経理しているため、全額損金算入（税務調整

なし）★ 

４．エアコン・中小企業者等の少額減価償却資産 

⑴ 単価判定 

280,000円＜300,000円 

⑵ 総額判定 

② 
3,000,000

280,000
＝10.7… → 10台 

280,000×10台＝2,800,000円≦3,000,000円

×
12

12
   

∴ 2,800,000円（損金算入）★ 

 

５．エアコンの残り２台 

⑴ 損金算入限度額 

  280,000×0.333＝93,240 円≧ 

280,000×0.09911＝27,750 円 

∴ 93,240×
４

12
×２＝62,160 円 

⑵ 損金算入超過額 

  280,000×２－62,160＝497,840 円 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 78 － 

計算の過程等（その４）                                 （単位：円） 

〔有価証券〕 

１．Ｓ社株式 

⑴ 判 定 

時価の回復可能性はない 

600×50％＝300円＞250円  ∴ 評価損計上可 

⑵ 損金算入限度額 

  6,000,000－250×10,000＝3,500,000円 ★ 

⑶ 損金不算入額 

  4,000,000－3,500,000＝500,000円 

２．Ｔ社株式 

⑴ 前期の処理 

 ① 判 定 ★ 

   時価の回復可能性がないとはいえない   

∴ 評価損計上不可 

 ② 損金不算入額 

   5,700,000円 

⑵ 当期の処理 

① 判 定 ★ 

   時価の回復可能性はない 

   320×50％＝160円＞140円  ∴ 評価損計上可 

② 損金算入限度額 

   9,600,000－140×30,000＝5,400,00円 

 ③ 損金不算入額 

   ０－5,400,000＝△5,400,000 

    5,400,000 円＜5,700,000 円  ∴ 5,400,000 円(認容) 

〔外貨建資産等〕 

１．買掛金 

 ⑴ 会社計上の簿価 

   5,950,000 円 

 ⑵ 税務上の簿価 

   50,000×121＝6,050,000 円 

 ⑶ 計上もれ 

⑵－⑴＝＝100,000 円 

 

２．貸付金 

短期外貨建債権に該当しないため、発生時換算法  ∴ 調整不要 ★ 

 

３．前受収益計上もれ 

(120－118)×300,000×
58

60
＝580,000 円 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 79 － 

計算の過程等（その５）                                 （単位：円） 

〔貸倒引当金等〕 

１．貸倒損失認定損（Ｗ社） 

※13,000,000×40％＝5,200,000 円 

 ※ 8,000,000＋5,000,000＝13,000,000 円 

 

２．個別評価金銭債権（Ｗ社） 

⑴ 繰入限度額 

13,000,000×25％＋13,000,000×35％×
６

10
－3,000,000＝2,980,000 円 

⑵ 繰入超過額 

5,000,000－2,980,000＝2,020,000 円 

 

 

一括評価金銭債権 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

（ 168,457,001 － 8,000,000 ） ＋ 111,712,000 ＋ 500,000 ＋ （ 13,230,000 － 230,000 ） ＋ （ 88,974,001 －

5,000,000＋1,399,999） 

＝371,043,001 円 ★ 

⑵ 貸倒実績率 

※5,929,999×
12

36
 

(267,219,000＋305,730,000＋313,474,000)÷3
＝0.00668… → 0.0067★（小数点以下４位未満切上） 

※  1,200,000 ＋ 2,500,000 ＋ （ 9000,000 － 50,000 ） － （ 9000,000 － 50,000 ） ＋ （ 3,629,998 －

1,399,999）＝5,929,999 円 

 

⑶ 実質的に債権とみられない金額 

① 原則法（Ｘ社） 

1,500,000＋400,000＝1,900,000 円＞1,700,000 円  ∴ 1,700,000 円 

② 簡便法 

(ｲ) 控除割合 

7,752,000

409,019,200
＝0.0189… → 0.018（小数点以下３位未満切捨） 

(ﾛ) 控除額 

371,043,001×0.018＝6,678,774 円 

③ ①＜②  ∴ 1,700,000 円 

⑷ 繰入限度額 

① 371,043,001×0.0067＝2,485,988 円 

② (371,043,001－1,700,000)×
８

1,000
＝2,954,744 円 

③ ①＜②  ∴ 2,954,744 円 

⑸ 繰入超過額 

2,800,000－2,954,744＝△154,744 → ０ 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 80 － 

計算の過程等（その６）                                 （単位：円） 

〔繰延資産〕 

共同アーケード 

⑴ 償却期間 

15年＞５年  ∴ ５年 

⑵ 償却限度額 

200,000×
10

５×12
 ＝33,333円 

⑶ 償却超過額 

200,000－33,333＝166,667円 

 

 

 

〔交際費等〕 

⑴ 支出交際費等 

① 接待飲食費 

17,468,750＋※１15,000＝17,483,750 円 

※１ 15,000 円＞5,000 円  ∴ 接待飲食費に該当 

※２ 
30,000

６
＝5,000 円≦5,000 円  ∴ 接待飲食費に該当せず、損金算入 ★ 

② ①以外 

200,000＋520,000＋（24,418,750－17,468,750）＋100,000＋12,500＝7,782,500 円 

③ 合 計 

①＋②＝25,266,250 円 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

17,483,750×50％＝8,741,875 円 

② 定額控除限度額 

25,266,250 円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000 円  ∴ 8,000,000 円 ★ 

③ ①＞②  ∴ 8,741,875 円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝16,524,375 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 81 － 

計算の過程等（その７）                                 （単位：円） 

〔寄附金〕 

⑴ 支出寄附金 

① 指定寄附金等 

400,000円 

② 特定公益増進法人等    

100,000円 

③ 一般寄附金 

2,000,000＋20,000＝2,020,000円 

④ 合 計 

①＋②＋③＝2,520,000円 

⑵ 損金算入限度額（計算過程★） 

① 一般寄附金の損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

※69,600,000×
12

12
×

2.5

1,000
＝174,000円 

※ 30,000,000＋30,000,000－6,000,000＋52,000×300＝69,600,000円 

(ロ) 所得基準額 

(120,617,733＋2,520,000)×
2.5

100
＝3,078,443円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
1

４
＝813,110円 

 ② 特別損金算入限度額 

(イ) 資本基準額 

69,600,000×
12

12
×

3.75

1,000
＝261,000円 

(ロ) 所得基準額 

(120,617,733＋2,520,000)×
6.25

100
＝7,696,108円 

(ハ) ((イ)＋(ロ))×
1

２
＝3,978,554円 

⑶ 損金不算入額（計算過程★）  

2,520,000－400,000－※100,000－813,110＝1,206,890円 

※ 100,000 円＜3,978,554 円  ∴ 100,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 82 － 

所得金額の計算（その１）                                （単位：円） 

内     容 金   額 所得金額に関する計算又は検討過程 

当期純利益 74,367,000 ※ 各頁に指定された以外の事項に限る。 

加 

 

 

 

 

算 

損 金 計 上 法 人 税  保険積立金計上もれ 

2,400,000×
１

２
＝1,200,000 円 損 金 計 上 住 民 税 

損 金 計 上 納 税 充 当 金 

損 金 計 上 過 怠 税 

貯 蔵 品 計 上 も れ 

損 金 計 上 附 帯 税 等 

保 険 積 立 金 計 上 も れ 

役 員 給 与 損 金 不 算 入 額 

土 地 Ｌ 圧 縮 超 過 額 

圧 縮 特 別 勘 定 繰 入 超 過 額 

圧縮積立金積立超過額（建物Ｐ） 

減 価 償 却 超 過 額 （ 建 物 Ｐ ） 

減 価 償 却 超 過 額 （ 機 械 装 置 Ｑ ） 

減 価 償 却 超 過 額 （ 機 械 装 置 Ｒ ） 

減 価 償 却 超 過 額 （ エ ア コ ン ） 

Ｓ 社 株 式 評 価 損 損 金 不 算 入 額 

Ｗ 社 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 

繰延資産償却超過額（アーケード） 

未 払 寄 附 金 否 認 

仮 払 交 際 費 消 却 否 認 

費 途 不 明 金 否 認 

交 際 費 等 の 損 金 不 算 入 額 

 

 

 

 

加 算 小 計  



 

 

受 験 番 号      

－ 83 － 

所得金額の計算（その２）                                （単位：円） 

減 

 

 

 

 

算 

納税充当金から支出した事業税等の額    6,000,000  

 

土 地 Ｊ 帳 簿 価 額 損 金 算 入 額 

圧 縮 積 立 金 認 定 （ 建 物 Ｐ ） 

Ｔ社株式評価損損金不算入額認容 

買 掛 金 計 上 も れ 

前 受 収 益 計 上 も れ 

Ｗ 社 貸 倒 損 失 認 定 損 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

減 算 小 計 67,080,000  

仮     計 120,617,733  

寄 附 金 の 損 金 不 算 入 額 1,206,890
 

 

 

合     計 121,824,623

 

差  引  計 121,824,623

 

総     計 121,824,623

 

所 得 金 額 121,824,623



 

 

受 験 番 号      

－ 84 － 

法人税額の計算                                     （単位：円） 

内     容 金   額 法人税額の計算過程 

所 得 金 額 121,824,000 〔千円未満切捨〕 

同
上
の
内
訳 

年 800 万円以下の金額 ① 8,000,000 
〔税率区分〕 

⑴ 年 800 万円以下 

8,000,000×
12

12
＝8,000,000 円 

⑵ 年 800 万円超 

121,824,000－⑴＝113,824,000 円 

 

［特別控除］ 

⑴ 税額控除限度額 

 8,500,000×10％＝850,000 円 

⑵ 税額基準額 

  28,403,936×20％＝5,680,787 円 

⑶ ⑴＜⑵   ∴ 700,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年 800 万円超の金額 ② 113,824,000 

税 
 

 

額 

① × 15 ％  1,200,000 

② ×23.9％ 27,203,936 

税  額  計 28,403,936 

特 定 生 産 設 備 等 の 特 別 控 除 額 ★   850,000 

差 引 法 人 税 額 27,553,936 

  

 

法 人 税 額 計 

（★ 600,000 ）

27,553,936

[使途秘匿金] 

1,500,000×40％＝600,000 円 

 

  

差 引 所 得 に 対 す る 法 人 税 額 28,153,900 〔百円未満切捨〕 

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 ★ 27,000,000 
 

差 引 確 定 法 人 税 額 1,153,900 

★１つにつき１点 



Ｚ－65－Ｄ ラストスパート模試 第３予想 〔第一問〕答案用紙 

  
評 点 

受 験 地  
 

 
 

受 験 番 号      
 

 

－ 85 － 

〔第一問〕 

問１ 
 

（処理）［２点］ 

借 方 貸 方 

項 目 金 額 項 目 金 額 

棚 卸 資 産 998,000,000円 現 金 預 金 1,012,000,000円

支 払 手 数 料 14,000,000円  

  

 

(処理の理由・考え方)［10点］ 

Ａ社はＢ社から本件ゴルフ場開発事業に係る許認可を取得すること及びゴルフ場用地を取得する

ことに始まり、本件ゴルフ場の建設工事から本件ゴルフ場の引渡しに至るまでの一連の本件ゴルフ

場の開発行為を行うことを請け負ったことが認められる。  

そうすると、請求人は、完成した本件ゴルフ場の引渡しをＢ社に約したのであるから、Ｂ社に引

き渡すまでの本件ゴルフ場の開発に要する費用は、棚卸資産（商品、製品、半製品、仕掛品、原材

料その他の資産で棚卸しをすべきものとして一定のもの（有価証券及び短期売買商品を除く｡）を 

いう。）として資産計上すべきであると解するのが相当であり、販売していないため、当期の損金 

の額に算入されない。 

また、本件各支払手数料のうち、ニュータウン開発計画書の作成費用は、Ａ社の経営資料収集の

ために支出された費用であって本件ゴルフ場の開発に要した費用とは認められない。 

したがって、ニュータウン開発計画書の作成費用は当期の損金算入とみるのが相当である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 86 － 

 

問２［13点］ 
 

□1  概 要 

本件契約の損害賠償の内容は、Ｊ社の責めに帰すべきものについても賠償を行うこととなって

おり、Ｉ社がＪ社の損失を一方的に負担する不自然、不合理なもので全く経済的合理性を欠くも

る。したがって、本問の損害賠償は、反対給付がなく、事業関連性が不明確な費用となるため、

 

 

寄附金に該当する。 

□2  寄附金の額の意義 

寄附金の額は、寄附金、拠出金、見舞金その他いずれの名義をもってするかを問わず、内国法

人が金銭その他の資産又は経済的な利益の贈与又は無償の供与（広告宣伝費、見本品費、交際費、

接待費及び福利厚生費とされるべきものを除く｡）をした場合のその金銭の額若しくは金銭以外

の資産のその贈与時の価額又はその経済的な利益のその供与時の価額による。 

□3  損金不算入 

内国法人が支出した寄附金の額の合計額のうち、一般寄附金の損金算入限度額を超える部分の

金額は、各事業年度の損金の額に算入しない｡ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 



 

 

受 験 番 号      

－ 87 － 

問３ 

⑴［５点］ 

事前確定届出給与について届け出を行う必要がある。 

 株主総会等の決議によりその役員の職務につき「所定の時期に確定額を支給する旨の定め」をし

た場合における当該決議をした日（同日がその職務の執行を開始する日後である場合にあっては、

当該開始する日）から1月を経過する日までとなる。ただし、その日がその事業年度開始の日の属 

する会計期間開始の日から４月を経過する日後である場合には、その会計期間４月経過日までとな

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵［５点］ 

退職した役員に対する退職給与の額の損金算入の時期は、株主総会の決議等によりその額が具体

的に確定した日の属する事業年度となるが、法人がその退職給与の額を支払った日の属する事業年

度において、損金算入としたい場合は、その支払った額につき損金経理をしなければならない。 

その他役員退職給与について、各事業年度の損金の額に算入されない場合とは、内国法人がその

役員に対して支給する給与（隠ぺい又は仮装の適用があるものを除く｡）の額のうち不相当に高額 

な部分の金額や内国法人が事実を隠ぺいし、又は仮装経により支給した場合である。 

なお、給与には、債務免除益その他の経済的な利益を含むものとする。 
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⑶［５点］ 

内国法人がその役員に対して支給する給与のうち次のいずれにも該当しないものの額は、各事業

年度の損金の額に算入しないこととされている。 

① 定期給与（その支給時期が１月以下の一定期間ごとである給与をいう。）でその事業年度の 

各支給時期における支給額が同額であるもの（以下「定期同額給与」という。） 

② その役員の職務につき所定の時期に確定額を支給する旨の定めに基づいて支給する給与（定

期同額給与及び利益連動給与を除くものとし、同族会社に該当しない内国法人が定期給与を支 

給しない役員に対して支給する給与以外の給与にあっては納税地の所轄税務署長に届出をして 

いるものに限る。） 

③ 同族会社に該当しない内国法人がその業務執行役員に対して支給する利益連動給与で一定の

もの 

 上記の３つのうち、渡切交際費については、②と③の適用を受けることはない。したがって、①

になるように渡切交際費を支給する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

⑷［５点］ 

内国法人が、個人から役務提供を受ける場合において、その役務提供に係る費用の額につきその

対価として新株予約権を発行したときは、その個人においてその役務提供につき給与等課税事由が

生じた日においてその役務提供を受けたものとして、法人税法の規定を適用する。 
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－ 89 － 

 

⑸［５点］ 

法人税法に規定する役員に該当しなければ、役員給与の適用を受けないことになる。 

 その役員とは、法人の取締役、執行役、会計参与、監査役、理事、監事及び清算人並びにこれら

以外の者で法人の経営に従事している者のうち次のものをいう。 

⑴ 法人の使用人（職制上使用人としての地位のみを有する者に限る。⑵において同じ｡）以外の 

者 

⑵ 同族会社の使用人のうち、次の要件の全てを満たしている者 

① その会社の株主グループにつきその所有割合が最も大きいものから順位を付し、その所有割

合を順次加算した場合において、第１順位から第３順位までの株主グループの所有割合の合計

がはじめて50％超となるときにおけるこれらの株主グループ（同順位の株主グループがある場 

合には、その全ての株主グループ。）のいずれかにその者が属していること。 

② その者の属する株主グループの所有割合が10％超であること。 

③ その者（その配偶者及びこれらの者の所有割合が50％超の他の会社を含む｡）の所有割合が 

５％超であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



Ｚ－65－Ｄ ラストスパート模試 第３予想 〔第二問〕答案用紙 

 

受 験 番 号      

－ 90 － 

〔第二問〕 

   表 １ 

法人名 甲 株式会社   

 

 

 

 

平成2 7年４月１日
 

平成2 8年３月3 1日
  事業年度分の法人税額の計算 

 (単位：円) 

区 分 金 額 計     算     過     程 

所 得 金 額 441,179,000 （千円未満切捨） 

【法人税額の計算】 

⑴ 法人税額 

8,000,000×
12

12
×15％＋（441,179,000－8,000,000

×
12

12
） 

×23.9％★＝104,729,781円 

⑵ 留保金課税 

期末資本金 100,000,000円≦１億円 

大法人による完全支配関係なし 

∴ 特定同族会社に該当しないため、留保金課税

適用なし。★ 

 

 

 

法 人 税 額 104,729,781 

  

差 引 法 人 税 額 104,729,781 

  

法 人 税 額 計 104,729,781 

控 除 税 額 183,780 

差引所得に対する法人税額 104,913,500 

中 間 申 告 分 の 法 人 税 額 ★  49,500,000 

納 付 す べ き 法 人 税 額   55,413,500 
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 表 ２ 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その１）                               (単位：円) 

区          分 総      額 

当 期 利 益 又 は 当 期 欠 損 の 額  

加 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

算 

 

 

 

 

小          計  
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 表 ２ 

(計算過程は別紙に記入すること) 

所得の金額の計算に関する明細書（その２）                               (単位：円) 

区          分 総      額 

減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

算 

 

 
 

 

 

小          計  

仮            計  

  

  

  

合 計 ・ 差 引 計 ・ 総 計  

所 得 金 額 又 は 欠 損 金 額  
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 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その１） 

【租税公課に関する事項】 

 

【利益積立金額の一部に関する事項】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

受 験 番 号      

－ 94 － 

 

 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その２） 

【同族会社及び役員の判定に関する事項】 

１．同族会社の判定 

 ⑴ Ａグループ  80,000株＋30,000株＋20,000株＋5,000株＝135,000株 

 ⑵ Ｂグループ  30,000株 

 ⑶ Ｃグループ  20,000株 

 ⑷ 合 計  
⑴＋⑵＋⑶

200,000株
＝92.5％ ★ 

 ⑸ ⑷＞50％  ∴ 同族会社 

２．使用人兼務役員等の判定… 

氏  名 50％超 10％超 ５％超 判 定  

 

 Ｃ ○ ○ ○ 役 員      

 Ｄ × ― ― 使用人兼務役員 

 Ｉ（経営従事） ○ ○ × 使用人★  

   Ｈは使用人以外の者であり、経営に従事しているため、みなし役員に該当する。★ 

 

【役員給与に関する事項】 

１．判断の根拠 

⑴ 本問の役員対する報酬は、下記を除いて、毎月同額を月末に支給しているため、定期同額給与に該当する。 

⑵ Ｂは11月から３ヶ月間入院したことにより、給与が減額されているが、これは、臨時改定事由による定期給与の改定のため、

入院前、入院中、入院後、それぞれの期間において定期同額給与の判定を行うこととなり、結果、定期同額給与に該当する。★ 

また、４、５月分の月額1,000,000円については、通常改定前であるため、定期同額給与に該当する。 

⑶ Ｃは使用人兼務役員となれない役員に該当し、Ｃに対する賞与は役員分賞与となり、定期同額給与、事前確定届出給与及び利

益連動給与のいずれにも該当しないため、損金不算入となる。★ 

２.役員給与の損金不算入額 

⑴ 損金不算入給与 

1,000,000円 

⑵ 過大役員給与 

① 実質基準 

0円 

② 形式基準 

(イ) 取締役 

{(76,200,000＋3,000,000)－1,000,000－6,000,000－1,000,000－9,600,000－7,200,000－7,200,000－1,000,000} 

－40,000,000＝6,200,000円 

 (ロ) 監査役 

9,600,000－10,000,000＝△200,000 → ０ ★ 

(ハ) (イ)＋(ロ)＝6,200,000円 

③ ①＜②  ∴ 6,200,000円 

⑶ ⑴＋⑵＝7,200,000円 
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 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その３） 

【交換に関する事項】 

法50条の交換 

⑴ 判定 

120,000,000－100,000,000＝20,000,000≦120,000,000×20％  ∴ 適用あり★ 

⑵ 譲渡経費の額 

  3,200,000×
100,000,000

160,000,000
＝2,000,000円 

⑶ 圧縮限度額 

  120,000,000－(63,000,000＋2,000,000＋20,000,000)＝35,000,000円 ★ 

⑷ 圧縮超過額 

 (120,000,000－63,000,000）－35,000,000＝22,000,000円 

 

買換えの特別勘定 

⑴ 譲渡経費の額 

  3,200,000×
100,000,000

160,000,000
＝2,000,000円 

⑵ 差益割合 

60,000,000－(42,100,000＋900,000＋2,000,000)

60,000,000
＝0.25 ★ 

⑶ 繰入限度額 

60,000,000×0.25×80％＝12,000,000円 

⑷ 繰入超過額 

15,000,000－12,000,000＝3,000,000円 

 

 

【減価償却に関する事項】 

１．事務所用建物 

⑴ 償却限度額 

50,000,000×0.020×
６

12
＝500,000円 

⑵ 償却超過額 

2,000,000－500,000＝1,500,000円 

⑶ 寄附金認定損 

60,000,000－50,000,000＝10,000,000円 

完全支配関係がある法人への寄附金のため全額損金不算入★ 

２．機械装置 

⑴ 償却限度額 

5,000,000×0.400＝2,000,000円≧5,000,000×0.10800＝540,000円 

∴ 2,000,000×
５

12
＝833,333円 ★ 

⑵ 償却超過額 

1,000,000－833,333＝166,667円 

⑶ 取得価額減額損及び移転価格否認 

  5,000,000－3,000,000＝2,000,000円 

  国外関連者にからの高額買入れのため損金不算入 
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 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その４） 

【会館建設負担金に関する事項】 

会館建設負担金 

自己が便益を受ける共同的施設の設置のために支出する費用であり、その支出の効果が支出の日以後１年以上に及ぶため、繰延資

産とされる。★したがって、償却費として損金経理をした金額のうち、償却限度額に達するまでの金額が損金の額に算入される。 

⑴ 償却期間 

35×
７

10
 ＝35年＞10年  ∴ 10年 

⑵ 償却限度額 

500,000×
７

10×12
＝29,166円 

⑶ 償却超過額 

3,000,000－29,166＝2,970,834円 

【リース取引に関する事項】 

⑴ 判 定 

税務上のリース取引であり、リース期間の終了後は無償で譲渡  ∴ 所有権移転リース取引★ 

⑵ 償却限度額 

4,860,000＊×0.400＝1,944,000円≧4,860,000＊×0.10800＝524,880円 

∴ 1,944,000×
２

12
＝324,000円 ★ 

＊ 100,000×４年×12月＋60,000＝4,860,000円 

⑶ 償却超過額 

(200,000＋60,000)－324,000＝△64,000 → ０   

【交際費等に関する事項】 

１．判断の根拠 

⑴ 控除対象外消費税額等のうち、接待飲食費に係るものは、接待飲食費に含まれる。 

 ⑵ 営業部長に対し期首に交付した渡切交際費1,000,000は給与であり、営業部長は特殊関係使用人であり、過大支給がないため、

損金算入される。★ 

 ⑶ 取引先の役員(甲社の役員の親族)を接待した際の飲食費用は社内飲食費に該当するため、少額の社外の者に対する飲食接待費

用及び接待飲食費にならず、交際費等の額に含まれる。 

 ⑷ 取引先に甲社の社名入りの手帳を贈与した費用で通常要するものは広告宣伝費に該当するため、法22条３項により損金算入  

 ⑸ 会議費は取引先との打合せの際に供与した通常の茶菓等の購入費用であるため、法22条３項により損金算入 

２．交際費等の損金不算入 

⑴ 支出交際費等の額 

① 接待飲食費 

8,900,000＋213,600＝9,113,600円 

② ①以外 

40,000＋2,130,000＋18,746,000－8,900,000＝12,016,000円 

※ 問題文③
25,000

５人
＝5,000円≦5,000円  ∴ 交際費等に該当しない 

③ 合 計 

①＋②＝21,129,600円★ 

⑵ 損金算入限度額 

① 接待飲食費基準額 

9,113,600×50％＝4,556,800円 ★ 

② 定額控除限度額 

21,129,600円＞8,000,000×
12

12
＝8,000,000円  ∴ 8,000,000円 

③ ①＜②  ∴ 8,000,000円 

⑶ 損金不算入額 

⑴－⑵＝13,129,600円 
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 別 紙 

所得の金額の計算に関する計算過程（その５） 

【貸倒引当金等に関する事項】 

⑴ 期末一括評価金銭債権 

153,227,000＋82,465,000＋40,000,000＋3,000,000＋300,000＋200,000＋2,000,000 

＝281,192,000円  

仕入割戻しの未収入金は本来は買掛金と相殺すべきものであるため一括評価金銭債権に該当しない。

⑵ 貸倒実績率…★ 

(5,000,000＋800,000)×
12

36

(250,852,000＋252,739,000＋252,400,000)÷３
＝0.00767… → 0.0077（小数点以下４位未満切上）

⑶ 実質的に債権とみられないものの額 

① 原則法 

4,500,000円＜6,000,000円  ∴ 4,500,000円 

② 簡便法 

281,192,000×※0.017＝4,780,264円 

※ 
13,487,000

770,500,000
＝0.0175… → 0.017 ★ 

③ ①＜②  ∴ 4,500,000円 

⑷ 繰入限度額 

① 実積率 

281,192,000×0.0077＝2,165,178円 ★  

② 法定繰入率 

(281,192,000－4,500,000)×
８

1,000
＝2,213,536円 

 ③ ①＜②  ∴ 2,213,536円 

⑸ 繰入超過額 

（2,300,000＋500,000）－2,213,536＝586,464円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


